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要旨：アルカリシリカ反応（ASR）を生じたコンクリート構造物において，ASR の進行により生じた鉄筋ひ

ずみが耐荷性能や耐震性能を低下させる可能性は低いことが確認されている。本報告では全国の高速道路の

橋梁を対象に，実構造物で生じている鉄筋ひずみの実態を調査するとともに，劣化予測への適用を目的とし

てコンクリートコアの残存膨張率を調査した。その結果，鉄筋には 1500μを超えるひずみが発生している場

合があること，残存膨張試験としてカナダ法は ASR による膨張速度の評価に適していることなどを示した。 
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1. はじめに 

 近年，アルカリシリカ反応（以下，ASR という）の生

じたコンクリート構造物において鉄筋の曲げ加工部や

圧接部が破断した事例が報告され 1)，これをきっかけと

して土木学会ではアルカリ骨材反応対策小委員会を設

立し，鉄筋破断の原因や ASR で劣化した構造物の耐荷性

能などについて緊急にとりまとめを行った 2)。 

耐荷性能に関しては，ASR を生じた橋脚の耐荷性能は

大きく低下しないとの結論が得られている 3)。また，鉄

筋のひずみが 950μになるまでASRを進行させた梁部材

を用いて行われた正負交番載荷実験において，曲げ耐荷

性能の低下は認められず，耐震性能も保持していること

が確認されている 4)。同様に，ASR による鉄筋ひずみを

850μまで進行させた橋脚試験体における交番載荷実験

においても耐震性は低下しないことが確認されている 5)。

このように，鉄筋破断が生じない限り，ASR による劣化

により鉄筋コンクリート構造物の耐荷性能や耐震性能

が大きく低下することは考えにくい。しかし，鉄筋の降

伏余裕度と関連する実構造物中での劣化程度に応じた

鉄筋ひずみに関しては十分な知見が得られているとは

いえず，更なるデータの蓄積が必要である。 

 一方，維持管理に関しては，ASR は構造物の変状を確

認しながらの事後維持管理でも対応が可能であると考

えるのが一般的であり 6)，ASR が顕在化した構造物は第

三者被害の防止，ASR の進行抑制，美観・景観などを総

合的に勘案して，ある段階で補修や補強を行うことにな

る。効率的な維持管理を行うためには，補修が必要とな

る劣化の程度を定量的な指標を用いて明確にすること

が必要であり，そのためには，簡便な手法による劣化状

況の適切な把握と ASR による変状の進行を予測できる

手法の構築が不可欠となる。 

 本報告では，全国の高速道路の橋梁を対象として，ASR

を生じたコンクリート構造物中の鉄筋ひずみを切断法 7)

により測定し，実構造物で生じている鉄筋ひずみの実態

を調査した。また，コンクリートコアの残存膨張を利用

した ASR の劣化予測手法を構築するための第一歩とし

て，実構造物のコアを用いて促進試験により残存膨張率

を測定し，その適用性を検討した。 

 

2. 調査方法 

2.1 調査対象 

調査対象とした橋梁を表－1 に示す。全国の高速道路

から ASR による変状が確認されている A～J の 10 橋梁

を選定し（K 橋は ASR でないため除外），5 基の橋脚と 7

基の橋台において調査を実施した。調査箇所はいずれも

冬季の安全な交通確保のために凍結防止剤（塩化ナトリ

ウム）を散布している路線である。現状では錆汁は見ら

れないがひび割れの幅および密度が大きくなっており，

外観上の劣化グレードは進展期後半から加速期 6)に相当

する構造物であった。K 橋は現状では ASR による変状は

顕在化しておらず，温度応力と乾燥収縮に起因すると考

えられる鉛直方向のひび割れのみが確認された橋台で

ある。ASR の特徴を把握するための比較用として調査を

行った。 

2.2 調査方法 

(1) 調査箇所の選定と調査項目 

ASR により変状した橋台の一例として J 橋におけるひ

び割れ発生状況を図－1 に示す。橋台端部や上部からの

漏水がある部位でひび割れが多数発生しており，同一の

橋台の中でひび割れの少ない部分もある。そこで，目視

観察によるひび割れ幅や外観の状況から特に変状が著

しい地点を劣化部，ひび割れが観察されない，もしくは
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比較的少量である地点を健全部として調査箇所を選定

した。G 橋を除く A～J 橋に関しては同様にして健全部

と劣化部を選定した。G 橋には表面被覆が施されていた

が，被覆材を通して確認できる範囲のひび割れから判断

して健全部と劣化部を選定した。また，K 橋は温度ひび

割れの発生している箇所を劣化部とした。 

選定した健全部および劣化部において，以下に示す鉄

筋切断法による鉄筋ひずみの測定および，採取コアの促

進試験による残存膨張率を測定した。 

(2) 鉄筋ひずみの測定方法 

 実構造物における ASR によるコンクリートの膨張が

鉄筋ひずみに与える影響を検討するために，切断による

応力解放時のひずみを測定する鉄筋切断法 7)による調査

を行った。劣化部と健全部それぞれについて，主鉄筋と

配力鉄筋のひずみを計測した。 

 鉄筋切断法の概要を図－2 に，現地での計測状況を図

－3 に示す。1 本の鉄筋に対して，切断箇所を挟んで両

側に各 3 枚，合計 6 枚のひずみゲージを貼り付けたうえ

で，グラインダーで鉄筋を切断した。切断前後のひずみ

の変化から鉄筋に発生していたひずみを測定した。切断

時に鉄筋の温度が上昇するため，ひずみゲージとあわせ

て熱電対を設置し，温度補正を行った。なお，切断後の

鉄筋は図－4 に示す専用の鉄筋接続治具を用いて修復を

行った。 

表－1 調査箇所の概要 

橋梁名 調査箇所 所在地 供用期間

（年）
備考 

P2 橋脚（上り線） 柱面  
A 橋 

P3 橋脚（上り線） 柱面 
佐賀県 17 

漏水あり 

B 橋 P1 橋脚（上り線） 柱面 広島県 14 漏水跡あり 

C 橋 A2 橋台（下り線） 壁面 富山県 24 漏水あり 

P3 橋脚（上り線） 柱面 漏水跡あり 
D 高架橋 

P3 橋脚（下り線） 柱面 
富山県 24 

漏水跡あり 

E 橋 A2 橋台（下り線） 壁面 鹿児島県 31 漏水跡あり 

F 橋 A2 橋台（上り線） 壁面 長野県 23 漏水あり 

G 橋 A2 橋台（下り線） 壁面 北海道 34 表面被覆による補修 

H 高架橋 A1 橋台（下り線） 壁面 富山県 32 漏水あり 

I 橋 A1 橋台（下り線） 壁面 富山県 32 漏水あり 

J 橋 A1 橋台（上り線） 壁面 広島県 15 漏水あり 

K 橋 A2 橋台（下り線） 壁面 広島県 26 温度ひび割れのみが確認される 

図－1 J 橋 A1 橋台（上り線）の変状状況 

a. 橋台の全景 

健全部 
劣化部 

b. 劣化部 

（ひび割れをトレースして表示） 

c. 健全部 

（ひび割れをトレースして表示） 
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(3) コアの残存膨張試験 

 健全部および劣化部の鉄筋ひずみ測定箇所の近傍か

らコンクリート用コアカッターを用いてコア試料を採

取し，室内で促進膨張試験による残存膨張率を測定する

こととした。コアの直径は 50mm とし，採取後に長さ

150mm に切りそろえたうえで，標点を設置して基長を測

定した。乾燥しないように梱包して室内に運搬し，20℃，

相対湿度 95％以上の環境で 14 日間養生した。14 日間養

生後の長さ変化を解放膨張とした。解放膨張測定の終了

後，溶液温度 80℃，1mol/l の水酸化ナトリウム溶液に浸

漬する促進試験（以下，カナダ法という），および，JIS A 

1804 に示される 150kPa，127℃の環境下での促進試験（以

下，JIS 迅速法という）を実施した。これらの促進試験

による膨張率を残存膨張率とした。カナダ法，JIS 迅速

法ともに試験には 1 箇所当り 3 本のコアを用いた。カナ

ダ法は短期間で大きな膨張量を示すため促進試験とし

て有効である 8)。本来は浸漬 14 日の長さ変化で評価する

試験であるが，本調査では反応の終了を確認するために

8 週まで延長して測定した。JIS 迅速法は 1 回の加圧・昇

温による促進後の長さ変化を測定する方法であるが，本

調査では膨張挙動を観察しながら最大 14 サイクルまで

繰り返し，膨張率の推移を測定した。 

 

3. 調査結果 

3.1 鉄筋ひずみの測定結果 

 図－5 に鉄筋ひずみの計測結果を示す。図では切断後

に鉄筋が縮んだ場合を符号の正に取っている。すなわち，

切断前に鉄筋に生じていた引張による伸びのひずみを

正として示している。劣化部では健全部よりも大きな鉄

筋ひずみが生じていた。主鉄筋のひずみは大きいものは

図－2 鉄筋ひずみの測定方法 

ひずみゲージ

奥側を除く 3面に設置

切断位置 
鉄筋 

b.鉄筋の切断 

図－3 鉄筋切断法による鉄筋ひずみ測定 

a.ひずみゲージの設置状況 
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切断 
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図－5 鉄筋ひずみの計測結果 

K 橋 

G 橋 

図－4 鉄筋接続治具による修復状況 

鉄筋切断部 

鉄筋接続治具 
（高張力ボルト） 

鉄筋接続治具 
（プレート） 
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健全部で 1000μ，劣化部では 1700μに達していた。配

力鉄筋のひずみは劣化部で 2000μに達していたものも

ある。また，主鉄筋のひずみ量が大きい場合には配力鉄

筋のひずみも大きくなる傾向を示した。図中丸で囲んだ

ものは温度応力と乾燥収縮によるひび割れ（ひび割れ幅

6mm）が発生した K 橋における劣化部の測定値である。

主鉄筋のひずみは小さく，ひび割れと直行する配力鉄筋

のみのひずみが大きくなっていた。これと比較すると，

ASR による鉄筋ひずみは主鉄筋と配力鉄筋の両者に生

じている傾向が現れている。図中矢印で示した G 橋は表

面被覆が施されていた橋台であり，健全部として選定し

た地点でも大きな鉄筋ひずみを示していた。 

3.2 促進膨張試験の結果 

(1) カナダ法による残存膨張試験結果 

 カナダ法による促進期間 8 週での残存膨張率を図－6

に，JIS 迅速法による残存膨張率を図－7に示す。ここで，

JIS 迅速法の促進回数は C 橋および D 橋が 3 回，F 橋が 5

回，その他は 14 回とした。 

カナダ法は JIS 迅速法と比較して大きな残存膨張率を

示すものが多く，大きなもので 0.6％以上となった。カ

ナダ法および JIS 迅速法の両者ともに，調査箇所のほと

んどで健全部の残存膨張率が劣化部よりも大きくなっ

た。これは，劣化部が供用期間中にすでに膨張を生じて

いたためと考えることができる。 

K 橋は上述のとおり現状では ASR による変状を生じ

ていなかった。どちらの試験方法を用いても残存膨張率

は小さい値を示しており，将来的にも ASR 発生の可能性

は低いと推定できる。 

 図－8 にカナダ法による残存膨張率が大きな値を示し

た C 橋および H 高架橋の膨張率の経時変化を示す。 C

橋の健全部は促進試験の開始早期に膨張率が増加して

21 日から減速して収束していくのに対し，H 高架橋の健

全部の膨張率は緩やかに増加し続ける傾向を示した。骨

材の種類などに起因して，コンクリートごとに膨張速度

が異なっていることがわかる。劣化部は健全部よりも緩

やかに膨張率が増加して 56 日での膨張率も小さくなる

が，C 橋の膨張速度が大きく H 高架橋の膨張率が緩やか

に増加しつづける傾向は健全部と同様である。ASR を生

じた状態のコアについてもカナダ法による膨張曲線か

ら，以降の膨張速度をおおよそ評価することができる。 

カナダ法による残存膨張率が小さくなったB橋および

J 橋の測定値の経時変化を図－9 に示す。C 橋や H 高架
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橋で確認された膨張挙動の違いは認められない。図－10

および図－11にカナダ法試験時の質量変化率を示す。こ

れは長さ変化測定の際に質量もあわせて測定しておき，

促進開始前の質量に対する質量変化率として計算した

ものである。大きな残存膨張を示した C 橋，H 高架橋で

は図－10 のように試験期間中の質量変化が小さいのに

対し，B 橋および J 橋は時間の経過とともに大きな質量

減少を示した（図－11）。すなわち，B 橋および J 橋の残

存膨張率が小さくなったのは，カナダ法で用いる強アル

カリに骨材が溶解したことを示す。質量の測定はカナダ

法による残存膨張の測定において，膨張反応が終了して

いるためか，骨材の溶解のためなのかを判断するのに有

効である。 

(2) JIS 迅速法による残存膨張試験結果 

カナダ法による残存膨張率が大きくなったC橋および

H 橋の JIS 迅速法による膨張率の経時変化を図－12に示

す。C 橋は JIS 迅速法においても残存膨張率が大きくな

ったが，H 橋では小さくなった。コンクリートにより膨

張に適した促進条件が異なるため，両試験の結果が必ず

しも一致するわけではなかった。C 橋の膨張速度が大き

く，H 橋がそれよりもゆっくりと膨張する傾向はカナダ

法と同様であるが，H 橋の反応は 3 サイクル目以降収束

し，膨張が長期間継続する傾向は見られなかった。図－

13に JIS 迅速法による膨張率が大きくなった B 橋および

I 橋の膨張試験の結果を示す。JIS 迅速法による膨張率は

大きなものでも 0.2%程度であった。図－12 も含めてい

ずれのケースにおいても，膨張は最初の 5 サイクル以内

でほぼ収束し，それ以降の膨張率の増加はほとんど見ら

れなかった。カナダ法とは異なり外部からアルカリを供

給する方法ではないため，回数を重ねても膨張が継続し

ないものと考えられる。膨張反応が収束するまでの促進

回数が少ないため，カナダ法と比較すると膨張速度を評

価するのには適さない。ただし，カナダ法では骨材が溶

解して残存膨張を評価できない場合があるのに対し，JIS

迅速法は適用範囲が広いのが利点であると考えられる。 

 

 4. まとめ 

 全国の高速道路から ASR による変状を生じた 10 橋梁

を選定し，5 基の橋脚と 7 基の橋台において鉄筋切断法

による鉄筋ひずみ，およびカナダ法と JIS 迅速法の促進

条件を用いた残存膨張率の測定を行った。得られた結果

を以下に示す。 

(1) ASR による鉄筋ひずみは健全部で 0～1000μ，劣化

部では 500～1700μの範囲にあり，大きなひずみが生

図－12 JIS 迅速法による残存膨張率の経時変化

（C橋,H 高架橋） 
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図－13 JIS 迅速法による残存膨張率の経時変化 

（Ｂ橋,I 高架橋） 
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図－10 カナダ法よる質量変化率の経時変化 

（C橋,H 高架橋） 
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図－11 カナダ法よる質量変化率の経時変化 

（B橋,J 高架橋） 
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じていることが明らかになった。 

(2) カナダ法による促進試験は大きな膨張率が得られる

とともに，膨張速度がコンクリートによって異なる

傾向がみられ，実構造物のコアの促進試験として有

効である。ただし，カナダ法ではアルカリにより骨

材が溶解して残存膨張率が正確に測定できない場合

がある。それを判断する方法として，質量測定を同

時に行うことが有効である。 

(3) JIS 迅速法は少ない促進回数で残存膨張が収束する

ため,カナダ法と比較すると膨張速度の評価が難しい。

ただし，骨材の溶解などは生じないため多くの構造

物に適用できる。 

今後，同一構造物で得られる鉄筋ひずみと残存膨張率

を用いて ASR 劣化に関する健全度の評価と将来の劣化

予測が行えるよう，データの解析手法を検討するととも

に，データの蓄積を図っていく予定である。 
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